
厚生労働行政推進調査事業費補助金（障害者政策総合研究事業）

良質な精神保健医療福祉の提供体制構築を目指したモニタリング研究

分担研究報告書

良質な精神保健医療福祉の提供体制構築を目指した指標に関する研究

研究代表者・研究分担者：○西 大輔 1) 

研究協力者：立森 久照 2), 藤井 千代 1)，久我 弘典 3), 臼田 謙太郎 1)，黒田 直明 1) 

1) 国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所

2) 国立精神・神経医療研究センター 病院

3) 国立精神・神経医療研究センター 認知行動療法センター

研究要旨

【目的】第 8 次医療計画策定に向けて、都道府県による良質な精神保健医療福祉の提供

体制構築に活用可能なモニタリング指標、および基準病床算定式を提案することを目的

として研究を行った。

【方法】第 8 次医療計画指標案の検討については、前研究班での提案、「地域で安心し

て暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」での議論の結果、研究班内で

のエキスパートコンセンサスを踏まえて、第 8 次医療計画指標案の検討を進めた。基準

病床算定式の見直しについても、本研究では前研究班の議論に基づき、新算定式のパラ

メータの設定および、病床利用率を提案した。パラメータ(慢性期患者数へかかる係数 m
が認知症以外、同じく慢性期患者数へかかる d が認知症に対応)の算出にあたり、2029 年

の人口あたりの慢性期（認知症、認知症以外）の推計入院患者数（X）と一定の水準

（A）を比較した。

【結果】第 8 次医療計画指標は、第 7 次医療計画の指標を基本としつつ、17 の領域に分

かれていたストラクチャとプロセスを 4 領域に整理した（「普及啓発、相談支援」「地域

における支援、危機介入」「診療機能」「拠点機能」）。また、それぞれの領域においてそ

れぞれ新規指標を提案した。新算定式では、2029 年の人口あたりの慢性期の推計入院患

者数（X）と一定の水準（A）を比較してパラメータを算出した。最終的にパラメータ m
と d は 0 から 0.1 の間の値をとり、各都道府県の値は「X ≦ A → パラメータは 0」「X > 
A かつ(X - A) / X が 0.2 未満 → (X - A) / X を更に半分した値をパラメータに設定」「X > A 
かつ(X - A) / X が 0.2 以上→ 0.1 をパラメータ」として、達成目標が現在の指標の値から

大きく乖離した非現実的なものにならない範囲に設定した。また、病床利用率は前回医

療計画時の設定を踏襲して 0.95 を提案した。 

【考察】第 7 次医療計画の指標と比較して領域の数を整理したことにより包括的な概念

で各指標をカテゴリー化できるようになったため、各指標の位置づけが明確化しやすく

なったと考える。また「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進める

うえで必要な、予防、アウトリーチ等の視点を加えた提案指標になったと考える。新算

定式では従来式よりも、患者の年齢構成の変化を考慮し、また都道府県ごとの施策の状

況（外来医療の整備や福祉・介護等の基盤に基づく受け皿の充実等）をパラメータで調

整できることにより、より都道府県の実情に合わせた必要病床数を算出することが可能

になると考える。
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A.研究の背景と目的

第 8 次医療計画策定に向けて、都道府県

による良質な精神保健医療福祉の提供体制

構築に活用可能なモニタリング指標、およ

び基準病床算定式を提案することを目的と

して研究を行った。指標については各都道

府県の精神保健医療福祉行政における体制

構築、事業推進等の取組（ストラクチャ・

プロセス）と成果（アウトカム）のつなが

りを理解しやすく、変化のモニタリングが

可能な指標の提案が求められていた。その

ため、指標の分類の見直しと、データの整

理を行い、指標案の整理を行うことを目指

した。また、基準病床算定式については、

近年の精神病床数のトレンドを踏まえた新

たな基準病床算定式を提案する必要があっ

た。

B.研究方法

1）第 8 次医療計画指標案の検討

患者の病状に応じ、医療、障害福祉・介

護その他のサービスを切れ目なく受けられ

る体制を整備する観点から、『「普及啓発、

相談支援」「地域における支援、危機介入」

「診療機能」「拠点機能」の段階ごとに、

ストラクチャ、プロセス、アウトカムの各

指標例を、第 7 次医療計画における指標例

を含めて定めるべきである』という「地域

で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制

の実現に向けた検討会」の結果（令和 4 年

6 月 9 日資料 第 13 回 地域で安心して暮

らせる精神保健医療福祉体制の実現に向け

た検討会報告書（案）1））を基本方針とし

た。指標の活用状況の分析、代替可能なデ

ータソースの検討、エキスパートコンセン

サスを経て、研究班より第 8 次医療計画指

標案を提案した。具体的なプロセスは以下

のとおりであった。

① これまでの研究経緯の把握：「厚生労

働行政推進調査事業費補助金（障害者

政策総合研究事業）持続可能で良質か

つ適切な精神医療とモニタリング体制

の確保に関する研究」（研究代表者：

竹島正、以降：前研究班）2)のを研究

班内で共有し、方向性を協議

② 第 7 次医療計画指標例の活用状況の評

価：「第 16 回医療計画の見直し等に関

する検討会」（令和元年 11 月 28 日）

資料の第 7 次医療計画の「各都道府県

における指標例の採用状況」（医政局

の調査より）3)と前研究班の総括研究

報告書 2)を参照し、第 7 次医療計画の

各指標の各都道府県における採用状況

および前研究班提案の指標例案に対す

る都道府県のアンケート結果を勘案し、

各指標の重要度について研究班内で検

討

③ 第 7 次医療計画指標例の選択：各都道

府県の指標活用状況の調査 2)より、全

ての指標例がいずれかの都道府県で使

用されていたこと、また適切な代替指

標を悉皆データから算出することが現

在利用可能なデータソースからは困難

であること、「地域で安心して暮らせ

る精神保健医療福祉体制の実現に向け

た検討会」1）での『第 7 次医療計画指

標を含めて定めるべき』という基本方

針に沿って、研究班としても第 7 次医

療計画指標の大部分は残すことが妥当

と判断

④ 追加指標の選定：各指標案について、

各領域の専門家と個別に議論を行い、

エキスパートコンセンサスを形成し、

特に「普及啓発、相談支援」「地域に

おける支援、危機介入」に関する指標

の拡充を図るべく指標案を作成
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2）基準病床算定式の見直し

医療計画指標と同様に、基準病床算定式

も「地域で安心して暮らせる精神保健医療

福祉体制の実現に向けた検討会」1）にて

『近年、精神病床における入院患者数は減

少傾向にあることを勘案したものとする必

要があった。その際には、政策効果（例：

精神科医療の進展、地域における基盤整備

の進展）、政策効果以外（例：患者の年齢

構成の変化、疾病構造の変化）の両者の影

響を勘案できるものとするべきである』

（令和 4 年 6 月 9 日資料第 13 回地域で安

心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実

現に向けた検討会 報告書（案）より）と

いう方針が示され、慢性患者数の推計値を

都道府県ごとに補正するパラメータを含む

算定式の提案を行った。

1．基準病床算定式の見直しに用いたデー

タソース

前研究班 2)が算出した「患者調査」4）の

特別抽出データを用いた推計患者数（2014
年→2017 年の入院患者数の変化を踏まえ

た、2029 年までの推計入院患者数）を用

いた。その際、患者調査 4）がサンプリング

調査であることを勘案し、対象抽出に伴う

誤差を「病院報告」5)の精神病床における

「1 日平均在院患者数」で補正した（補正

の方法の詳細については前研究班の報告書

を参照 2)）。変化率の算出は、2014 年「患

者調査」4）と 2017 年「患者調査」4）の間

の変化率とし、その変化率を 2020 年「患

者調査」4）にかけることで推計入院患者数

を算出した。また、在院患者の流出入を勘

案した数値を用いるため患者調査 4）の特別

抽出データは、施設所在地ベースのデータ

*1 急性期:3 ヶ月未満入院、回復期:3～12

を用いた。

また、慢性患者数の減少見込みを表すパ

ラメータ（m が認知症以外、d が認知症に

対応）を設定する際は、患者調査 4）の特別

抽出データおよび 2020 年の人口推計 6)を

用いた。また、認知症について人口あたり

の数値を求める場合は 65 歳以上人口を使

用した。

2．算出までのプロセス 
以下、算出プロセスを記載する。

なお、以下①～③のプロセスは使用したデ

ータの時点は異なるが，算出方法は前研究

班と同一である 2)。

① 基準病床算定式の分子となる入院患者

数について、患者調査 4）の特別抽出デ

ータ（施設所在地ベース）を用いて推

計を行った。入院患者数の推計は 4 つ

の入院患者数（急性期、回復期、認知

症以外の入院患者（慢性期）、認知症

の入院患者（慢性期））*1に分けて行

い、それぞれについて、年齢階級別の

増減率を見込んだ将来推計値を算出

② 推計には、2014 年および 2017 年の患

者調査 4）の特別集計を用い、「患者調

査」4）の対象抽出に伴う誤差を補正す

るために「病院報告」5)の 1 日平均在

院患者数を使用

③ 2014 年「患者調査」4）と 2017 年「患

者調査」4）の間の変化率を求め、その

変化率を 2020 年「患者調査」4）にか

けることで 2023 年、2026 年、2029
年それぞれの年齢階級別の増減率を見

込んだ全国の推計患者数を算出

④ 2029 年の人口あたりの都道府県ごと

の慢性期（認知症、認知症以外）の推

計入院患者数（X）と一定の水準（A）

ヶ月未満入院、慢性期:12 ヶ月以上入院 
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*2を比較

⑤ 上記プロセスを経て、全国、都道府県

別に推計入院患者数、パラメータm及

び d、病床利用率の値を提案

C.結果／進捗

1）第 8 次医療計画指標案の検討

第 7 次医療計画の指標を基本としつつ、

17の領域に分かれていたストラクチャとプ

ロセスを 4 領域に整理し、第 7 次医療計画

の各疾患、各領域の指標は、『診療機能』

の中に包括して配置した。また、いくつか

の新たな指標を追加案として提案した（表

1）。具体的にはストラクチャ指標の『普及

啓発、相談支援』の領域に「保健所保健福

祉サービス調整推進会議の開催回数」「都

道府県及び市町村における精神保健福祉の

相談支援に専従している職員数」「心のサ

ポーター養成研修の実施回数」、『地域にお

ける支援、危機介入』の領域に「在宅精神

療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定

した医療機関数」「精神科訪問看護・指導

料を算定している又は精神科訪問看護基本

療養費の届出を行っている「施設数」、『診

療機能』の領域に「認知症ケア加算を算定

した医療機関数」をそれぞれ新規指標とし

て提案をした。プロセス指標は『普及啓発、

相談支援』の領域に「保健所保健福祉サー

ビス調整推進会議の参加機関・団体数」

「都道府県及び市町村における精神保健福

祉の相談支援の実施件数」「心のサポータ

ー養成研修の修了者数」「かかりつけ医う

つ病対応力向上研修の修了者数」「かかり

つけ医認知症対応力向上研修の修了者数」、

『地域における支援、危機介入』の領域に

「在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管

*2 一定の水準（A）は、現在（2020 年）

の人口あたりの入院患者数が上位 10%の都

理料を算定した患者数」「精神科訪問看

護・指導料又は精神科訪問看護指示料を算

定した患者数」、『診療機能』の領域に「隔

離指示件数」「身体的拘束指示件数」、『拠

点機能』の領域に「指定通院医療機関の患

者数」「てんかん支援拠点病院における紹

介患者数及び逆紹介患者数」「依存症専門

医療機関のうち依存症治療拠点機関におけ

る紹介患者数及び逆紹介患者数」「摂食障

害支援拠点病院における紹介患者数及び逆

紹介患者数」をそれぞれ新規指標として提

案をした。

アウトカム指標は第 7 次医療計画の指標

例を踏襲した。

※各指標のデータソースについては表 2 を

参照

2）基準病床算定式の見直し

以下、本研究で行ったパラメータ設定に

ついて示す。

パラメータmとdの算出にあたり、2029
年の人口あたりの慢性期の推計入院患者数

（X）と一定の水準（A）を比較した。最

終的にパラメータ m と d は 0 から 0.1 の間

の値をとり、各都道府県の値は「X ≦ A →
パラメータは 0」「X > A かつ(X - A) / X が
0.2 未満 → (X - A) / X を更に半分した値を

パラメータに設定」「X > A かつ(X - A) / X
が 0.2 以上→ 0.1 をパラメータ」とした。

これは、現状で既にその水準を達成してい

る都道府県があることから、その基準を他

の都道府県が達成することは可能だが，そ

の水準と乖離が大きい都道府県がこの数年

でその水準に達成することを目標とすると、

目標が非現実的で意味を成さない懸念があ

ったこと、また急激に減少させることでそ

道府県（上から 4 番目の都道府県）が達成

している値とした。
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の地域の精神科医療供給体制に影響が生じ

ることが想定されるため、一定緩やかにす

ることが必要と考えた。そのため達成目標

が現在の指標の値から大きく乖離した非現

実的なものにならないように設定した。ま

た、病床利用率については基準病床数に基

づいて病床を整備した際に病床が不足する

ことでその県の精神科医療の提供体制に問

題が生じないための役割を持つ数値である

との考えから、前回医療計画時の設定を踏

襲して0.95を提案した。具体的なパラメー

タ値の設定および病床利用率を確定するま

でのプロセスは以下の通りである。

① 新規算定式でのパラメータm及びdの

意味としては、人口あたりの慢性期の

入院患者数の将来推計値が、現時点

（2020 年）で人口あたりの慢性期の

入院患者数が十分に少ない県の水準に

満たない県は、よりその水準に近づけ

る方向で将来推計値を調整（m が認知

症以外、d が認知症に対応）。

② 人口あたりの病床が少なくなりすぎる

ことでその地域の精神科医療に不都合

が生じることを避ける観点から、現状

でその水準を達成している県の値を基

準にするのは合理性があると考えて設

定

③ 2029 年の人口あたりの慢性期の推計

入院患者数（X）と一定の水準（A）

を比較し、最終的にパラメータ m と d
は 0 から 0.1 の間の値をとり、各都道

府県の値は「X ≦ A → パラメータは 0」
「X > A かつ(X - A) / X が 0.2 未満 →
(X - A) / X を更に半分した値をパラメ

ータに設定」「X > A かつ(X - A) / X が
0.2 以上→ 0.1 をパラメータ」として、

達成目標が現在の値から大きく乖離し

た非現実的なものにならないように設

定

④ 病床利用率については、基準病床数に

基づいて病床を整備した際に病床が不

足することでその県の精神科医療の提

供体制に問題が生じないための役割を

持つ数値であるとの考えから、前回医

療計画時の設定を踏襲して 0.95 とし

て提案

※ 本研究班から提案した基準病床算

定式は図 1 を参照

D.考察

1）第 8 次医療計画指標案の特徴

第 7 次医療計画の 17 軸を 4 軸の包括的

なカテゴリーに整理し直したことにより、

計画上の各指標の役割が明確になった。加

えて、精神科医療機関に関する指標に偏ら

ず、より幅広い領域の指標を提案したこと

は特徴の 1 つである。令和 3 年 12 月の障

害者部会で「精神障害の有無や程度に関わ

らず、誰もが、制度の狭間に残されること

なく、安心して自分らしく暮らすことがで

きるよう、高次脳機能障害や発達障害を含

め、多様な障害特性に配慮しながら、『精

神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ム』の構築に向けた検討を進めるべきであ

る」と示されたように、『にも包括』の方

向性をより具体化した医療計画を各都道府

県が策定可能とする必要がある。そこで、

普及啓発や人材育成を目的とする研修、受

診前相談・入院外医療、精神科救急医療体

制と一般の救急医療体制との連携等を指標

に包摂した。

 具体例としてアウトリーチ系の支援とし

て「在宅精神療法又は精神科在宅患者支援

管理料を算定した医療機関数」「在宅精神

療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定

した患者数」「精神科訪問看護・指導料を
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算定している又は精神科訪問看護基本療養

費の届出を行っている施設数」「精神科訪

問看護・指導料又は精神科訪問看護指示料

を算定した患者数」を新たな指標案に加え

ている。また「メンタルヘルスやこころの

病気への正しい知識と理解を持ち、メンタ

ルへルスの問題を抱える家族や同僚等に対

する、傾聴を中心とした支援方法の習得」

を目指した「心のサポーター養成研修」の

「実施回数」「修了者数」の指標を入れる

など広く地域住民への普及啓発を行うこと

で地域住民の理解や支えの広がりについて

もモニタリングできる指標を追加したこと

も特徴の 1 つである。 
さらに、障害者権利条約やこれまでの

検討会での具体の方策を踏まえ、精神病床

における「隔離指示件数」「身体的拘束件

数」を指標案に導入した。一般に医療サー

ビスの質を評価指標で比較するには比較集

団間で患者重症度が同等であることが必要

である。したがって精神医療サービス環境

の地域特性の異なる都道府県や機能の異な

る病院間の比較にそのまま用いることはで

きない。行動制限の量は精神症状の重い患

者の割合との相関関係が強いと考えられ、

この点の留意が特に必要である。都道府県

が行動制限の減少に取り組む上での現状把

握と経時変化のモニタリングを目的として

活用することが望ましいと考える。 
 
なお、各領域の想定する評価軸は以下の通

りである。 
＜普及啓発・相談支援＞ 
普及啓発や人材育成を目的とする研修等の

実施回数、受診前相談・入院外医療の充実 
 
＜地域における支援、危機介入＞ 
都道府県等における精神科救急医療体制と

一般の救急医療体制との連携等の指標 
 
＜診療機能＞ 
第 7 次医療計画の指標を中心とした各疾

患・各領域における疾患に関する医療機能 
 
＜拠点機能＞ 
多様な精神疾患等ごとに地域連携拠点機能

を担う医療機関 
 
2）基準病床算定式の見直し 
新規算定式でのパラメータ m 及び d

は、人口あたりの慢性期の入院患者数の将

来推計値が、現時点（2020 年）で人口あ

たりの慢性期の入院患者数が十分に少ない

県の水準に満たない県は、よりその水準に

近づける方向で将来推計値の調整（m が認

知症以外、d が認知症に対応）を行った。

これは人口あたりの病床が少なくなりすぎ

ることでその地域の精神科医療に不都合が

生じることを避ける観点から、現状でその

水準を達成している県の値を基準にするの

は合理性があると考えた設定である。新算

定式では従来式よりも、患者の年齢構成の

変化を考慮し、また都道府県ごとの施策の

状況（外来医療の整備や福祉・介護等の基

盤に基づく受け皿の充実等）をパラメータ

で調整できることにより、より都道府県の

実情に合わせた必要病床数を算出すること

が可能になると考える。 
 
E.健康危険情報 
なし 
 
F.研究発表 
1.論文発表 なし 
2.学会発表 なし 
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G. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 
3.その他 なし 

 

引用文献 
1) 令和 4 年 6 月 9 日 第 13 回地域で安

心して暮らせる精神保健医療福祉体制

の実現に向けた検討会 （資料）地域

で安心して暮らせる精神保健医療福祉

体制の実現に向けた検討会報告書 
2) 竹島正,立森久照：第 8 次医療計画にお

ける算定式と指標例の検討及び精神保

健医療福祉のモニタリングの改善につ

いて.令和 3 年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金（障害者政策総合研究事

業）.良質かつ適切な精神医療の提供の

指標に関する研究.令和 3 年度分担研究

報告書（1） 
3) 令和元年 11 月 28 日 第 16 回医療計

画の見直し等に関する検討会 （参考

資料 1）各都道府県における指標例の

採用状況 
4) 厚生労働省：患者調査 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/10-
20.html 

5) 厚生労働省：病院報告

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/80-
1.html 

6) 総務省統計局：人口推計 
 https://www.stat.go.jp/data/jinsui/ 
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表 1 本研究班より提案した第 8 次医療計画指標案 

保健所保健福祉サービス調整推進会議の開催回数 救急患者精神科継続支援料を算定した医療機関数
各疾患、領域【※】それぞれについて、入院診療を行っている

精神病床を持つ医療機関数
てんかん支援拠点病院数

●
都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援に専従し

ている職員数
●

精神科救急医療機関数（病院群輪番型、常時対応型、外来対応
施設及び身体合併症対応施設）

各疾患、領域【※】それぞれについて、外来診療を行っている
医療機関数

依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関の数

心のサポーター養成研修の実施回数 DPAT先遣隊登録機関数 ●
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算

定した医療機関数
● 摂食障害支援拠点病院数

認知症サポート医養成研修修了者数
救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した医療機関

数
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定し

た医療機関数
● 指定通院医療機関数

精神科救急急性期医療入院料を算定した医療機関数 ● 精神科リエゾンチーム加算を算定した医療機関数 高次脳機能障害支援拠点機関数

在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した医療機
関数

●
閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した医療機関

数
認知症疾患医療センターの指定医療機関数

精神科訪問看護・指導料を算定している又は精神科訪問看護基
本療養費の届出を行っている施設数

認知療法・認知行動療法を算定した医療機関数

認知症ケア加算を算定した医療機関数

● 児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した医療機関数

保健所保健福祉サービス調整推進会議の参加機関・団体数 精神科救急医療体制整備事業における入院件数 各疾患、領域【※】それぞれについての入院患者数 認知症疾患医療センターの鑑別診断数

●
都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援の実施件

数
精神科救急医療体制整備事業における受診件数 各疾患、領域【※】それぞれについての外来患者数 指定通院医療機関の患者数

心のサポーター養成研修の修了者数 救急患者精神科継続支援料を算定した患者数
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算

定した患者数
てんかん支援拠点病院における紹介患者数及び逆紹介患者数

かかりつけ医うつ病対応力向上研修の修了者数 救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した患者数
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定し

た患者数
依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関における紹介患

者数及び逆紹介患者数

かかりつけ医認知症対応力向上研修の修了者数 在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した患者数 精神科リエゾンチーム加算を算定した患者数 摂食障害支援拠点病院における紹介患者数及び逆紹介患者数

●
精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護指示料を算定した

患者数
閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した患者数

精神疾患の救急車平均搬送時間 認知療法・認知行動療法を算定した患者数

隔離指示件数

身体的拘束指示件数

児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した患者数

統合失調症患者における治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率

●

●

●

●

普及啓発、相談支援 地域における支援、危機介入 診療機能 拠点機能

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

プ
ロ
セ
ス

【※】統合失調症、うつ・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患（知的障害、発達障害含む）、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、摂食障害、てんかん

ア
ウ
ト
カ
ム

精神病床における入院後3,6,12ヶ月時点の退院率

精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数(地域平均生活日数)

精神病床における急性期・回復期・慢性期入院患者数（65歳以上・65歳未満別）

精神病床における新規入院患者の平均在院日数

（●は重点指標）
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表 2 第 8 次医療計画指標一覧とデータソース 

ID
ストラクチャ(S)

プロセス(P)
アウトカム(O)

カテゴリ 項目 データソース

1 S 普及啓発、相談支援
保健所保健福祉サービス調整推進会議の開催回
数

厚生労働省　地域保健・健康増進事業報告

2 S 普及啓発、相談支援
都道府県及び市町村における精神保健福祉の相
談支援に専従している職員数

「地域保健 ・ 健康増進事 業報告」の「５
(1) 精神保健福祉（相談等）」に相談実人員

3 S 普及啓発、相談支援 心のサポーター養成研修の実施回数 こころのサポーターHPや報告書から把握

4 S 普及啓発、相談支援 認知症サポート医養成研修修了者数 ※厚生労働省老健局調べ

5 S 地域における支援、危機介入
救急患者精神科継続支援料を算定した医療機関
数

NDB

6 S 地域における支援、危機介入 精神科救急医療体制整備事業の実績報告

7 S 地域における支援、危機介入 DPAT先遣隊登録機関数 ※DPAT事務局調べ

8 S 地域における支援、危機介入
救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算
定した医療機関数

NDB

9 S 地域における支援、危機介入
精神科救急急性期医療入院料を算定した医療機
関数

NDB

10 S 地域における支援、危機介入
在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を
算定した医療機関数

NDB

11 S 地域における支援、危機介入
精神科訪問看護・指導料を算定している又は精
神科訪問看護基本療養費の届出を行っている施
設数

NDB
厚生労働省地方厚生局定例報告

12 S 診療機能 NDB

13 S 診療機能 NDB

14 S 診療機能
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併
症管理加算を算定した医療機関数

NDB

15 S 診療機能
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受
入加算を算定した医療機関数

NDB

16 S 診療機能
精神科リエゾンチーム加算を算定した医療機関
数

NDB

17 S 診療機能
閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実
施した医療機関数

NDB

18 S 診療機能 認知療法・認知行動療法を算定した医療機関数 NDB

19 S 診療機能 認知症ケア加算を算定した医療機関数 NDB

20 S 診療機能
児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した
医療機関数

NDB

21 S 拠点機能 てんかん支援拠点病院数 てんかん地域診療連携体制整備事業報告書

22 S 拠点機能 NDB

23 S 拠点機能 摂食障害支援拠点病院数
摂食障害治療支援センター設置運営事業報
告書

24 S 拠点機能 指定通院医療機関数
※心神喪失者等医療観察法の医療機関等の
状況

25 S 拠点機能 高次脳機能障害支援拠点機関数
※国立障害者リハビリテーションセンター
調べ

26 S 拠点機能 認知症疾患医療センターの指定医療機関数 ※厚生労働省老健局調べ

27 P 普及啓発、相談支援
保健所保健福祉サービス調整推進会議の参加機
関・団体数

 厚生労働省　地域保健・健康増進事業報告

28 P 普及啓発、相談支援
都道府県及び市町村における精神保健福祉の相
談支援の実施件数

「地域保健 ・ 健康増進事 業報告」の「５
(1) 精神保健福祉（相談等）」に相談実人員

29 P 普及啓発、相談支援 心のサポーター養成研修の修了者数 こころのサポーターHPや報告書から把握

精神科救急医療機関数（病院群輪番型、常時対
応型、外来対応施設及び身体合併症対応施設）

各疾患、領域【※】それぞれについて、入院診
療を行っている精神病床を持つ医療機関数
各疾患、領域【※】それぞれについて、外来診
療を行っている医療機関数

依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関
の数
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ID
ストラクチャ(S)

プロセス(P)
アウトカム(O)

カテゴリ 項目 データソース

30 P 普及啓発、相談支援 かかりつけ医うつ病対応力向上研修の修了者数 ※各都道府県への問い合わせ

31 P 普及啓発、相談支援 かかりつけ医認知症対応力向上研修の修了者数 ※各都道府県への問い合わせ

32 P 地域における支援、危機介入 精神科救急医療体制整備事業における入院件数 NDB

33 P 地域における支援、危機介入 精神科救急医療体制整備事業における受診件数 NDB

34 P 地域における支援、危機介入 救急患者精神科継続支援料を算定した患者数 NDB

35 P 地域における支援、危機介入
救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算
定した患者数

NDB

36 P 地域における支援、危機介入
在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を
算定した患者数

NDB

37 P 地域における支援、危機介入
精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護指
示料を算定した患者数

NDB

38 P 地域における支援、危機介入 精神疾患の救急車平均搬送時間 ※消防庁救急搬送人員データ

29 P 診療機能 NDB

30 P 診療機能 NDB

31 P 診療機能
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併
症管理加算を算定した患者数

NDB

32 P 診療機能
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受
入加算を算定した患者数

NDB

33 P 診療機能 精神科リエゾンチーム加算を算定した患者数 NDB

34 P 診療機能
閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実
施した患者数

NDB

35 P 診療機能 認知療法・認知行動療法を算定した患者数 NDB

36 P 診療機能 隔離指示件数 630調査

37 P 診療機能 身体的拘束指示件数 630調査

38 P 診療機能
児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した
患者数

NDB

39 P 診療機能
統合失調症患者における治療抵抗性統合失調症
治療薬の使用率

NDB

40 P 拠点機能 認知症疾患医療センターの鑑別診断数 厚生労働省老健局

41 P 拠点機能 指定通院医療機関の患者数
厚生労働省　心神喪失者等医療観察法　指
定通院医療機関の指定状況

42 P 拠点機能
てんかん支援拠点病院における紹介患者数及び
逆紹介患者数

てんかん地域診療連携体制整備事業報告書

43 P 拠点機能
依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関
における紹介患者数及び逆紹介患者数

事業報告書

44 P 拠点機能
摂食障害支援拠点病院における紹介患者数及び
逆紹介患者数

事業報告書

45 O
精神病床における入院後3,6,12ヶ月時点の退院
率

NDB

46 O
精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地
域での平均生活日数(地域平均生活日数)

NDB

47 O
精神病床における急性期・回復期・慢性期入院
患者数（65歳以上・65歳未満別）

630調査

48 O 精神病床における新規入院患者の平均在院日数 NDB

各疾患、領域【※】それぞれについての入院患
者数
各疾患、領域【※】それぞれについての外来患
者数

【※】統合失調症、うつ・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患（知的障害、発達障害含む）、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症、
ＰＴＳＤ、摂食障害、てんかん

20



図 1 本研究班より提案した基準病床算定式と各値の定義 
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